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東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震ハザード評価の改訂
Revision of seismic hazard assessment after the 2011 Tohoku earthquake
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東北地方太平洋沖地震は、M9.0という日本周辺で発生した地震としては有史以来最大規模のものであり、日本全国に
整備された強震観測網により地震動が記録された。この地震は、地震調査研究推進本部により行われてきた「全国地震
動予測地図」においても考慮することができていなかった。このため、観測された地震動と予測地図を比較すると、福
島県から茨城県北部地域では、予測されていた地震動レベルは過小評価であった。この原因は、一義的には、地震活動
モデル作成の根拠となっている長期評価において、M9.0の巨大地震の発生が評価されていなかったことによる。一方で，
不確定性を定量的に評価するために準備されている確率論的地震ハザード評価手法の枠組みを十分に機能させることが
できなかったことも一因であると考えられる．これまでの確率論的地震ハザード評価に関して，その問題点と解決すべ
き課題について考察するとともに、東北地方太平洋沖地震を踏まえた日本の確率論的地震ハザード評価について改善に
向けた検討を行った。
　なお、具体的な検討対象地域は、地震調査研究推進本部による長期評価の改訂を踏まえたため、東北地方太平洋沖

地震の震源域を含む三陸沖から房総沖にかけての太平洋プレートの領域に限定した。
　確率論的地震ハザード評価の改訂においては、長期評価の改訂内容を反映するとともに、長期評価で評価される地

震「以外の」地震に関して、東北地方太平洋沖地震後の影響（Ｍ８程度の余震発生の可能性等）を考慮することとし、以
下の方針に基づいてモデルを作成した。長期評価を忠実に反映した従来型のモデルに加え、複数のモデルを検討する。長
期評価にできるだけ忠実な「モデル 1」を基本とし、参考用に、一部単純化や変更を加えた「モデル２」、より単純化し
た「モデル３」の３つのモデルを考える。「震源断層を予め特定しにくい地震」のうち、東北地方太平洋沖地震で活動し
た領域のものについては、暫定的に、最大マグニチュードの値をこれまでの設定値より大きい値に変更する。なお、これ
らは余震活動への配慮に関する指摘に対応する暫定的な取扱いであり、将来、長期評価が再度改定された場合には見直
す。具体的には、モデル１では、「震源断層を予め特定しにくい地震」の最大Ｍとして、プレート境界の地震に対しては
Ｍ 8.0、プレート内の地震はＭ 7.5、モデル２では、プレート境界の各領域の面積から推定される最大Ｍ（Ｍ 8.0?Ｍ 8.4）、
プレート内地震は、Ｍ 8.2とした。モデル３では、三陸沖から房総沖までの領域を１つの領域にまとめて、プレート境界
の最大Ｍを 9.5、プレート内地震の最大Ｍを 8.2として、G-R式によりモデル化を行った。
　また、低頻度の地震による地震動を可視化するために、長期間平均的な地震ハザード評価を実施し、再現期間を 5千

年、1万年、5万年、10万年に対応する地震動評価を実施した。
　今回の検討は、東北地方太平洋沖の地震モデル改訂に限定されているが、今後、全国的なモデル改定に向けた検討

を実施する予定である。
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